






























































































だし，定款の絶対的必要事項である［153条 1 項 8 号］）。評議員会は理
事を選任するため，理事又は理事会が評議員を選任する旨の定款の定め











































































































































































































































11	法人税法施行令 3 条 1 項 4 号，同 2 項 7 号には，一般社団法人，一般財団法人にも
理事の資格について近親者等が1/3以下であることを要求する規定がある。
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（3）事前防止体制の改善―内部統制の強化
　また，適切な内部統制の構築を促して，そもそも会社に損害を与える
ような不正行為を防止するという方法も考えられる。ただし，内部統制
は主に従業員の不正を防止するために設置されるもので，役員自ら不正
行為を働く場合には，その機能は限定的である。もちろん，理事が複数
人いる場合には，自分以外の理事の業務執行を監視する義務や，そのた
めの適切な内部統制を構築する義務を負うので，内部統制でカバーする
問題でないということもできる。そうであるとはいえ，内部統制が存在
する場合には，規定の内容によっては理事の行為も定められた手続きに
よることになるので，その場合においては有効であると考えられる。
　しかし，それが適切に設置されるためには理事への規律付けが不可欠
である。すなわち，構築を法定化しても，実際に適切な内部統制が構築
されなければ意味はなく，そういった意味では二次的な制度といえる。
また，内部統制の構築は，法人の規模や業態に応じて，適切な形態が変
わり得る。しかし，近年，株式会社においては内部統制の構築の基準は
裁判例でも蓄積しつつある。このため，費用の問題はあるが，最低水準
を満たすか否かについて第三者機関の検査を義務付ける方策もあり得る
のではないかと思われる。すなわち，これまでこのような機能を担って
きたはずの監督官庁による監督は一般社団法人，一般財団法人では行わ
れず，会社のような株主による監視や代表訴訟提起もないか，あっても
その動機付けが弱いため，その補完が必要だからである。
5 　結論―適切な監督を行う者と責任追及が適切に行われる制度の必要
性
　一般社団法人，一般財団法人には会社のような持分を有する最終的利
益の享受者がいない。特に財団法人については，社団法人のような構成
員すら存在せず，理事への責任追及は評議員会が行うのみであり，評議
員の責任追及の動機付けは弱い。この点，会社法の牽制関係を導入する
非営利法人のガバナンスの問題点についての試論
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だけでは理事の規律付けが不十分で，この問題点に対応するために，す
でに存在している諸制度を参考にすると，社外役員の導入，代表訴訟提
訴権者の範囲拡大，役員の責任の立証責任の転換，内部統制の構築が適
切に行われていることを確保する制度などの対策が考えられる。
　しかし，これらの対策も大部分は会社法を参考にしたものに過ぎず，
最終的利益の享受者の不在という問題を手当するものではない。このた
め，本稿の結論としては上記の問題が原因にあるということと，会社法
以上に何らかの対策が必要であるということを指摘するに留まる。また，
この問題の解決を留保して制度的に内在する性質であると捉えると，本
稿で検討した中で制度趣旨との矛盾がなく実効性が期待できるのは，適
切な内部統制の構築を促進することであるように思われ，会社法以上に
何らかの形でその構築を動機付けする必要であるように考えられる。
（付記 1 ）
　本研究は JSPS 科研費25380108の助成による研究成果の一部です。
（付記 2 ）
　本稿脱稿後に，松元暢子『非営利法人の役員の信認義務―営利法人の
役員の信認義務との比較考察』（商事法務・2014年）に触れた。同書では，
アメリカ法を手がかりに本稿で取り上げる問題について理事への責任追
及という側面から詳細な考察がなされている。
